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交野市下水道施設包括的管理業務委託 

特記仕様書 

 

 

第１章 総則 

 

 

第１条（適用範囲） 

  本特記仕様書（以下「仕様書」という。）は、交野市（以下「発注者」という。）が受託者

（以下「受注者」という。）へ委託する「下水道施設包括的管理業務委託」（以下「本業務」と

いう）に適用する。 

 

第２条（事業の目的） 

本業務は、これまで実施してきた各業務を包括的に民間委託することにより、下水道施設

の維持管理及び計画的な改築更新を効果的に行うことができる。また、緊急時に各業務間の

連携を図り、早期に不具合箇所の解消を行う事により下水道サービスの向上を図ることを目

的とする。 

 

第３条（適用範囲） 

受託者は、本仕様書に従い、誠実かつ安全に業務を履行しなければならない。業務の概要

は、以下のとおりとする。各種業務の詳細については、【別紙1】業務内容に示すとおりで

ある 

なお、「ストックマネジメント計画に伴う業務」は、別途協議のうえ、別途契約を締結す

る。 

本仕様書の内容に疑義が生じた場合、また、本仕様書に記載のない事項については、発注

者と受託者との協議により決定する。 

 

第４条（履行期間） 

本業務の履行期間は次のとおりとする。 

令和４年４月１日から令和７年３月３１日までとする。 

 

第５条（秘密の保持等） 

① 受託者は、業務の遂行上知り得た事項を第三者に漏らしてはならない。 

② 本業務の実施により得られた資料及び成果の所有は発注者に帰属するものとし、受

託者は、発注者の承諾なくこれらを公表してはならない。 

 

第６条（準拠法令等） 

  本業務は、仕様書及び下記の関係法令に基づき作成するものとし、仕様書に定めなき事項

については、受注者は、発注者とその都度協議し、その指示を受けるものとする。 

(1) 健康保険法 

(2) 労働基準法 

(3) 労働者災害補償保険法 



2 

 

(4) 消防法 

(5) 建設業法 

(6) 建築基準法 

(7) 毒物及び劇物取締法 

(8) 道路法 

(9) 下水道法 

(10) 中小企業退職金共済法 

(11) 道路交通法 

(12) 電気事業法 

(13) 騒音規制法 

(14) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

(15) 水質汚濁防止法 

(16) 酸素欠乏症等防止規則 

(17) 労働安全衛生法 

(18) 雇用保険法 

(19) 振動規制法 

(20) 環境基本法 

(21) 個人情報の保護に関する法律 

(22) 職業安定法 

(23) 水道法 

(24) 電気工事士法 

(25) 地方自治法 

(26) 地方公営企業法 

(27) 交野市下水道条例 

(28) 悪臭防止法 

(29) 計量法 

  (30) その他、本業務の実施に必要な法令 

 

第７条（中立性の堅持） 

受託者は、常に中立性を堅持するよう努めなければならない。 

 

第８条（公益確保の義務） 

受託者は、本業務の実施にあたり公共の安全、環境の保全その他の公益を害することのな

いように努めなければならない。 

 

第９条（不誠実な行為等の禁止） 

① 受託者は、礼節を守り、秩序ただしく言動及び身だしなみに注意するとともに応接に際

しては、親切、丁寧を心掛けて迅速に対応しなければならない。 

② 受託者に違反又は発注者の指示に従わない等の不誠実な行為が確認された場合、受託者

は発注者からの改善指示に基づき、改善計画を提出し、迅速に改善を図ること。 
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第１０条（提出書類） 

① 受託者は、契約締結後、速やかに、【別紙】業務着手時の提出書類に示す書類を発注者

に提出し、その承諾及び身分証明書の発行を受けた上で本業務に着手しなければならな

い。なお、各書類の様式は、発注者の指示によるものとする。 

② 提出した書類の内容を変更する必要が生じた時は、直ちに変更届を発注者に提出しなけ

ればならない。 

③  受託者は、本業務着手日以降、本業務の履行期間中において、【別紙】業務実施期間

中の提出書類に示す書類を発注者に提出しなければならない。各書類の様式は発注者の

指示によるものとする。 

④  受託者は、本業務が完了した時は、速やかに、【別紙】業務完了時の提出図書に示す     

図書を発注者に提出しなければならない。なお、これらの図書のうち報告書に記載する

考察には、各種業務の結果を踏まえ、発注者の維持管理の一層の効率化に資する提言を

含めるものとする。 

⑤ 受託者は、前各号の提出書類又は提出図書の他、発注者が指示した書類は、指定した期

日までに提出しなければならない。 

 

第１１条（官公署等への手続き） 

受託者は、本業務の実施にあたり、受託者が行うべき関係官公署及び関係機関への届出

等を、受託者の責任と負担において、関係諸法令の定めるところにより行わなければな

らない。また、届出等に先立ち、その内容を事前に発注者に報告しなければならない。 

 

第１２条（業務実施体制） 

受託者は、【別紙】業務実施体制に定める体制を整えなければならない。 

 

第１３条（再委託先の届出） 

① 受託者は、本業務の一部を再委託する場合は、本業務の着手に先立ち、再委託届によ

り、再委託先の名称、再委託の種類、金額、期間及び範囲等について届け出なければ

ならない。 

② 発注者は、本業務の実施に当たって、著しく不適当であると認められる再委託先につ

いて、交代を命ずることがある。この場合、受託者は、直ちに必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

第１４条（地域住民等との協調） 

① 受託者は、本業務の実施にあたり、地域住民等に業務内容を説明し、理解と協力を得

るとともに、紛争等が生じないように努めなければならない。 

② 受託者は、地域住民等から苦情、要望等があった時は、遅滞なく発注者に報告し、そ

の指示を受けるとともに、誠意を持って対応し、その結果を速やかに発注者に報告し

なければならない。 

 

第１５条（損害賠償及び補償） 

① 受託者は、下水道施設に損害を与えた時は、直ちに発注者に報告し、その指示を受け

るとともに、速やかに原状復旧しなければならない。この場合において、原状復旧に
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要する費用は受託者の負担とする。 

② 受託者は、本業務の実施にあたり、万一、注意義務を怠ったことにより、第三者に損

害を与えた時は、その復旧及び賠償に全責任を負わなければならない。 

 

第１６条（工程管理） 

① 受託者は、あらかじめ提出した業務計画書に従い、工程管理を適正に行わなければな

らない。 

② 本業務の計画と実績とに差異が生じた場合は、必要な措置を講じて、本業務の円滑な

進捗を図らなければならない。 

③ 受託者は、月次業務報告書により、本業務の進捗状況等を発注者に報告するものとす

る。 

 

第１７条（安全管理） 

① 受託者は、本業務の履行にあたり、電気、薬品類、酸素欠乏、有毒ガス、可燃性ガス

等に対し必要な安全対策を行うとともに、適切な作業方法の選択及び適切な人員の配

置を行い、危険防止に必要な措置を講ずること。 

② 受託者は、安全衛生管理上の障害が発生した場合は、直ちに必要な措置を講じ、速や

かに発注者に報告し、追加措置について協議すること。 

③ 作業中は気象情報に十分注意を払い、局地的大雨等に関する降雨予報が出された際は

直ちに作業を中止できる体制とする。また、地震等が発生した場合は、直ちに対応で

きるような対策を講じておくこと。 

④ 事故防止を図るため、安全管理については、業務計画書に明示し、受託者の責任に

おいて実施すること。 

 

第１８条（労働災害防止） 

① 受託者は、現場の作業環境を常に良好な状態に保ち、機械器具その他の設備は常時点

検して、作業に従事する者の安全を図ること。 

② 下水道施設の内部で作業を行う場合は、酸素欠乏症等の危険作業に該当するため、酸

素欠乏・硫化水素危険作業主任者の指示に従い、酸素欠乏空気・有毒ガスの有無を作

業開始前と作業中は常時測定し、換気等事故防止に必要な措置を講じるとともに、呼

吸用保護具等を常備すること。なお、測定結果は、記録、保存し、発注者が提示を求

めた場合は、その指示に従うこと。 

③ 作業中、酸素欠乏や硫化水素等の有毒ガス等が発生した場合は、直ちに必要な措置を

講ずるとともに、発注者及び他関係機関に緊急連絡を行い、その指示に従うこと。 

④ 資格を必要とする諸機械を取り扱う場合は、必ず有資格者をあて、かつ、誘導員を

配置すること。 

⑤ 受託者は、作業にあたり下水道施設又はガス管付近では、絶対に裸火を使用しないこ

と。 

 

第１９条（公衆災害防止） 

① 作業中は、常時、作業現場周辺の居住者及び通行人の安全、並びに交通、流水等の        

円滑な処理に努め、現場の保安対策を十分講ずること。 
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② 作業にあたり、騒音規制法、振動規制法及び公害防止関係法令に定める規制基準を   

遵守するために、必要な措置を講ずること。 

③ 作業区域内には、交通誘導員を配置し、車両及び歩行者の通行の誘導、並びに整理 

を行うこと。 

④ 受託者は、道路上で作業を行う場合、受託者において所轄の警察署で道路使用許可申

請を行うとともに、許可条件を遵守すること。 

⑤ 作業に伴う交通対策及び保安対策に関する具体的事項については、関係機関と十分協

議して定め、協議結果を発注者に報告すること。 

 

第２０条（局地的な大雨による安全管理） 

大雨による急激な雨水流入により、下水道施設内において、流速、水位が変動する 

可能性のある場所であることを考慮し、下水道施設内の水量が増水した後の対応の 

みならず、急激な増水が発生する前に作業等を中止又は中断するなどの予防的な対 

応も含め、受託者は下水道施設内での作業を安全に実施するための安全管理体制を 

確保すること。 

作業日には、開始前に作業関係者全員に対して、作業内容、作業時間、当日の天気 

予測、当該作業箇所の水位や流速、退避ルート、退避時の合図等についてミーティ 

ングを実施し、安全管理の内容について周知徹底する。また、安全器具の設置等に 

ついても周知徹底させ、安全対策の重要性を認識させるとともに、危険予知活動を 

実施し、活動内容を写真や書類等により記録する。 

受託者は、安全管理に万全を期すため、現場特性に応じた中止基準について、以 

下を参考とし自らの責任において設定する。 

 

第２１条（企画提案に基づく業務） 

① 受託者は、企画提案書のとおり自らが提案した事項についても本業務の対象とし、実

施しなければならない。 

② 実施においては、発注者と協議すること。 

③ 企画提案に基づく業務については、業務完了時に報告書を作成し、必要部数を 

提出しなければならない。 

第２２条(検査） 

   本業務の途中においても、発注者は必要に応じて随時仕様書に基づき検査を行い、不備

な箇所について必要な指示を与えることができる。その結果、訂正等の指示を受けた場

合は、速やかにその指示に従わなければならない。 

   また、成果品納入後において、受注者の責に帰する誤りや不良個所が発見された場合

は、速やかに無償で必要な処置を行わなければならない。 

     なお、「ストックマネジメント計画に伴う業務」は、別途協議のうえ、毎年度検査を

行わなければならない。 

第２３条（業務の引継ぎ） 

 契約締結の翌日から令和４年３月３１日までを、準備・引継期間とする 

 受託者は、準備・引継期間において、業務実施に向けた準備・引継を行うものとす 

 る。 

 委託期間の最終3か月間を業務移行期間とする。 
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 受託者は、業務移行期間において、策定したマニュアル等を精査するとともに、委 

 託者が別途指示する内容に従って業務の引継を行うものとする。 

第２４条（その他）    

その他、特に定めのない事項については、速やかに発注者へ報告し、協議のうえ適切に

処理すること。 

 

 


